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研究の目的

多変量解析とGISを用いて、乳幼児を対象とする日本の予防接種率の地

域差の実態を把握し、その要因を検討する。



研究の背景



１．予防接種率にはマルチスケールで地域差がある
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◼ 低い予防接種率は感染症の蔓延をもたらす。

⚫ 世界ワクチン接種行動計画（The Global Vaccine Action Plan：GVAP）の目標は、「2020年

までに各国平均で90%以上、全ての行政区域レベルで80%以上のDTPワクチン接種率」。

◼ 様々な国や地域間での接種率格差の存在が報告されている。

⚫ 例）Figueiredo et al. (2016）は大陸間・国家レベル、Mosser et al. (2019)はアフリカで大

陸ー国家ー小規模行政地区で分析。Holipah et al. (2020）はインドネシアの全国ー地域レ

ベル、Delameter et al. (2018）は米国州ー学区レベルでの接種拒否率を分析。

◼ 日本では、麻疹・風疹（MR）ワクチンの接種率しか地域別（市区町

村・都道府県）では公表されていない。実態が不明。
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２．なぜ地域差があるのか
≒何が接種を妨げるのか

◼ Vaccine Refusal（接種拒否）：少数

◼ Vaccine Hesitancy（予防接種への躊躇）:、

利用できるワクチンの一部しか打たない。

スケジュールから遅れて打つ。

◼ 躊躇には左図のようなアクターが関連

（Dube et al. 2018）。



３．構成効果と文脈効果が接種行動に影響を及ぼす（はず）
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◼ 構成効果：居住する人々の構成の地域差が、地理的な格差を生み出す効
果のこと（中谷 2011）。
⚫ 予防接種だと：所得（Sakai et al. 2015）、母親の年齢（大澤他 2019）、ひとり親（Sugishita et al. 

2019）、共働き（Ueda et al. 2014）、国籍（磯野他 2004）、保育所への託児（根路銘他:2006）、
親の知識（Saitoh et al. 2013）、社会移動（Sugishita et al. 2019）、第一子とそれ以外
（Matsumura et al. 2005）など。

◼ 文脈効果：地域的な状況（環境など）が地理的格差を生む効果のこと
（中谷 2011）。
⚫ 予防接種だと：地域の小児科医（江原 2015）、接種体制（杉下他 2012）、市部と郡部（Yahata 

et al. 2007）, 行政の情報発信（羽田・大日 2010）など。



４．当研究の意義：地理的分布と新たなスケールの分析
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◼ 従来の研究は個人の接種行動に焦点を当てていた。

⚫ 日本では地域間での比較が行われるケースはほとんどない。

⚫ 感染症は空間的な広がりのある現象。個人と地域の双方の観点が必要。今回は後者。

◼ 個人と相関を持つ特性は、地域（社会集団）でも関連するのかを検

討できる。

⚫ 既往研究の変数は集団レベルでも有効であれば、自治体の施策に応用しやすい。



分析手法



1.被説明変数：接種率を出生数から推計
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◼ 2015年以降の接種対象者数は集計なし。市区町村の出生数から推計。

◼ 国立感染症研究所の定める標準的な予防接種スケジュールに準ずる。

⚫ 例）小児肺炎、B型肝炎、ヒブの初回＝月齢2ヶ月での接種を推奨。

⚫ ‘17年度の月齢2ヶ月の推計対象者数＝（’17年の出生数）*11/12 + (‘18年の出生数）*1/12

⚫ 12ヶ月～23ヶ月を対象とする予防接種はMRワクチンの対象者数を流用。

◼ 2013年～2018年の接種率を推計し、その平均値を用いた。

⚫ 年変動を減らして、地域間比較を容易にするため。

⚫ 2年以上の欠損値、標準偏差の4倍以上の値を示した場合は除外（スミルノフ棄却）



2.説明変数：個人要因変数と環境要因変数
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◼ 個人要因（構成効果）

⚫ 世帯平均の児童数（出生順位の低い子供の数に関連すると仮定）、ひとり親世帯率、共

働き世帯率、保育所利用率、乳幼児定期検診受診率（医療信頼度の代理変数）、社会移

動率、外国人出生率、一人当たり課税所得平均（対数変換）

◼ 環境要因（文脈効果）

⚫ 小児科標ぼう医師の有無（2値）、2018年の集団接種の実施有無（2値）、自治体職員に

おける衛生部門職員の比率（行政の施策の代理変数）、市部・郡部（2値）

◼ 各変数は政府統計を加工して作成

⚫ 国勢調査、地域保健・健康増進事業報告、人口動態統計など



3.変数間の関係を線形モデルで分析する
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◼ モデル1：説明変数をすべて用いる（強制投入法）線形重回帰。

◼ モデル2：ステップワイズ法（AIC）で変数選択をした線形重回帰。

◼ モデル3：ランダム切片のみ、説明変数なし（階層線形モデル）

◼ モデル4：ランダム切片、固定傾きモデル（階層線形モデル）

⚫ 級内相関係数<0.05 またはデザイン効果<2の場合は、データの階層性がないと判断。モ

デル4は用いなかった。
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4．階層線形モデルを使用す
る意義

◼ 同一の都道府県に属する市区町村は相互

に独立したサンプルとは考えにくいから。

◼ 一般的には個人レベルと集団（地域）レ

ベルで用いられる。

◼ 今回は市区町村（レベル1）と都道府県

（レベル2）。
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5．中心化の概念

レベル１：集団平均中心化（CWC）

⚫ 県間の差を取り除いて、市区町村間の差を分析。

レベル２：集団平均の比較

⚫ 全体平均と県の値の差を分析。市区町村を統制。



結果



1.接種率の地理的分布（抜粋，標準化した接種率を投影）
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BCG（結核, 月齢5ヶ月）

DPT-IPV1（四種混合初回, 月齢3ヶ月）

VAR1（水痘初回,12ヶ月） MR（麻疹風疹, 12ヶ月）VAR1（水痘初回,12ヶ月）

PCV1（小児肺炎初回, 月齢2ヶ月）HBV1（B型肝炎初回, 月齢2ヶ月）



2. 接種率の県別箱ひげ図（抜粋：Hib1~4, 赤線が全体平均）
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Hib1（ヒブ初回, 月齢2ヶ月） Hib2（ヒブ初回, 月齢3ヶ月） Hib3（ヒブ3回目, 月齢4ヶ月） Hib4（ヒブ4回目, 月齢12ヶ月）

傾向としては、
東日本は高い。
西日本は低い。
（西日本の低さは
概ね一貫した結果）

三大都市圏＋北陸も
高め。



3. 多変量解析の結果：重回帰モデル（モデル2）
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背景色が灰色の予防接種＝階層効果が見られなかった。

→マルチレベルモデルでの分析を行わなかった。

世帯平均児童数、ひとり親世帯率、乳幼児健診受診率、一人当たり課税所得の関

連は多くの種類で見られた。

四種混合（ジフテリア、百
日咳、破傷風、ポリオ） B型肝炎 ヒブ 小児用肺炎球菌 水痘結核

麻疹
風疹



4. 多変量解析の結果：階層線形モデル（モデル4）
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• レベル1（市区町村）の回帰係数とp値（カットオフポイントはp< 0.05）

• 全体的には所得と健診受診率が有意に関連する傾向。

• 他の変数は予防接種の種類や接種時期によって異なる。

レベル1（CWC）

変数名（単位） BCG DPT-IPV1 DPT-IPV2 DPT-IPV3 DPT-IPV4 HBV1 HBV2 HBV3 Hib1 Hib2 Hib3 Hib4 MR PCV1 PCV2 PCV3 PCV4 VAR1 VAR2

個人要因

母親の年齢（歳） -0.71** -0.44* -0.82** -0.93** 1.10**

世帯平均児童数（人） -4.99 0.73 0.07 -1.58 0.23 4.59 4.54 -7.66† 3.35 2.27 2.11 -10.73

ひとり親世帯率（％） -0.09 -0.13 -0.03 -0.16 -0.60*** -0.12 -0.24† -0.21† -0.06 -0.14 -0.22† -0.19 -0.68***

共働き世帯率（%） 0.04 0.06** -0.08*

乳幼児検診受診率（%） 0.08** 0.07* 0.07* 0.07* 0.04 0.12** 0.06 0.23** 0.22** 0.36***

外国人出生率（%） 0.15 0.37* 0.14 0.10

保育所児童率（%） -0.02**

人口の社会増減率（％） 0.29 1.34** 1.74*** -0.66

一人当たり課税所得 1.89 5.30** 3.59* 4.07* 3.99† 4.76* 7.10*** 5.34** 4.86* 5.71** 7.48*** 5.67**

環境要因

市部・郡部（郡部=0, 市部=1） 0.58 1.34* 1.37* -2.80***

保健衛生職員率（％） 0.11 0.16

集団接種の実施（無=0, 有 =1） 1.96*** 0.16 -0.81† 0.22 2.25**

小児科診療医（無=0, 有 = 1） -0.65 1.75*** 2.00*** 0.91 1.27* -0.55

注：†p <0.1, * p <0.05,  ** p <0.01, ***p <0.001, CWC =集団平均中心化。

        



5. 多変量解析の結果：階層線形モデル（モデル4）
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• レベル2（市区町村）の回帰係数とp値（カットオフポイントはp< 0.05）

• レベル2では世帯当たりの児童の数が有意に関連する傾向。

• BCGのみレベル2で有意な関連を持つ変数が複数。

• BCG以外はほとんどレベル２の変数とは関連を持たず。

レベル2（Mdev) BCG DPT-IPV1 DPT-IPV2 DPT-IPV3 DPT-IPV4 HBV1 HBV2 HBV3 Hib1 Hib2 Hib3 Hib4 MR PCV1 PCV2 PCV3 PCV4 VAR1 VAR2

個人要因

母親の年齢（歳） 0.01 -2.63*** 1.42 0.99 2.57

世帯平均児童数（人） -31.55* -19.32 -22.03† -16.29* -32.67* -37.60* -36.16* -27.16† -39.07* -35.13* -40.45** -22.34†

ひとり親世帯率（％） -0.83** -0.11 -0.54 -0.74† -0.33 -0.56 -0.39 -0.55 -0.53 -0.14 -0.43 -0.52 -0.70 -1.27

共働き世帯率（%） 0.11 0.02 -0.20†

乳幼児検診受診率（%） 0.15* 0.05 0.03 0.01 0.10† 0.09 0.01 0.25 0.31 0.87†

外国人出生率（%） 1.02 0.15 1.00 0.17

保育所児童率（%） -0.02

人口の社会増減率（％） -4.78** -2.54 -1.28 -2.64

一人当たり課税所得 6.71 4.18 0.77 -0.55 5.64 2.25 4.27 3.99 -0.31 3.97 1.85 3.44

環境要因

市部・郡部（郡部=0, 市部=1） 2.50 3.10 1.88 -0.11

保健衛生職員率（％） 0.33 1.18

集団接種の実施（無=0, 有 =1） 4.11* 3.21 -1.51 3.53 3.02

小児科診療医（無=0, 有 = 1） 0.23 1.93 4.07† 4.33 6.28 -0.04

注：†p <0.1, * p <0.05,  ** p <0.01, ***p <0.001, Mdev  =都道府県平均の偏差化。

        



考察・結論



1. 結果の解釈：健康格差と小規模地域の影響
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◼ 大都市圏（東京、愛知、大阪の周辺）では接種率が高い傾向。

⚫ 所得と世帯当たりの子供の数が少ない傾向が影響したと考えられる。

⚫ 子どもに対するリソースの投下量に地域レベルで格差が存在するかも＝健康格差

⚫ ただし、その関連要因は地域スケールによって異なる可能性。

◼ 西日本における接種率の低さ

⚫ アクセシビリティ（中山間地域など）が影響している可能性。実証はできていない。

◼ モデルの誤差は内陸部で多く見られた。

⚫ 藤田（2007）の「社会的空白地域」（人口自然減多 + 高齢者多の地域）の分布に類似。

⚫ 既往研究で小規模人口地域を対象としたものが少ない。固有の変数が存在する可能性。



2．本研究の制約について
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1. 生態学的誤謬の可能性（地域≠個人）

2. 予防接種率は推計値。

特に人口規模の小さい地域の誤差が大きくなっている可能性。100%を超えてしまうことも。

3. データの取得年度のばらつき。

国勢調査は5年に1回のみ。一部のデータセットは対象年度各年では用意できず。

4. モデルの当てはまりがあまりよくない（モデルの前提とデータの分布）



3. 結論
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◼ 日本の予防接種率は全般的に高い。

◼ ただし、その接種率には地域差が存在しうる。

◼ 地域レベルでの社会経済的状況の差は接種率の地域差に関連しうる。

⚫ 諸外国の既往研究の結果にも一致。健康格差ともいえるかも。

◼ 小規模地域における実態の把握が必要。
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研究の背景 日本では接種率の地域差を調べた研究がなく、その要因（候補）も不明。

分析手法
2013年-2018年の乳幼児（0~24ヶ月）が受ける予防接種率の平均値を市区

町村ごとに描画。変数を投入した重回帰分析and/or階層線形分析。

分析の結果
接種率は三大都市圏で高い。西日本は低い傾向。市区町村レベルでは所得

が、都道府県レベルでは世帯の平均子供数が相関。

考察
社会経済的状況が予防接種へのアクセスに影響していた可能性。

地理的差異の要因は不明。


